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非正規雇用者の増加 と

賃金格差の拡大 に関す るマクロ動学分析

中 村 保

日本では緩やかではあるが持続的に景気が拡大 しているにもかかわらず,非 正規

雇用者数が増加を続けている。それと同時に正規雇用者と非正規雇用者の問の賃金

格差が拡大 していることも指摘されている。本稿ではこれらの事実を説明しうる簡

単なマクロ動学モデルを提示し分析を行う。本稿のモデルにおいては,企 業は正規

雇用者を資産であると考え人的資本への投資を通じて蓄積する一方,非 正規雇用者

を競争的な市場で毎期雇用する。また,正 規雇用者の賃金の一部が効率賃金に基づ

いて決定されるのに対して,非 正規雇用者の賃金は競争的市場で決定され,そ れゆ

え労働の限界生産力に等しくなる。分析の結果,① 正規雇用者の自発的離職率の上

昇,② 正規雇用者のための教育 ・訓練費用の増加,③ 負の生産性ショック,が 発生

した場合,そ の後非正規雇用者比率が上昇 しながら,正 規 ・非正規雇用老間の賃金

格差が拡大することが明らかになった。

キ ー ワー ド 正 規 雇用者,非 正規 雇用 者,賃 金 格差,離 職率

1は じ め に

昨 年 度 と今 年 度 の 経 済 財 政 白書 に お い て,非 正 規 雇 用 者 比 率 の上 昇 と正 規 雇 用 者 ・非 正 規
1)

雇 用 者 間 の 賃 金 格 差 の拡 大 とい う問 題 が 大 き く取 り上 げ られ て い る。 ま た,OECDの 日本

経 済 に 関 す る2006年 の 報 告 書(OECDEconomicSurveys,Japan-Volume20061ssue13)に

お い て も,日 本 経 済 に お い て所 得 不 平 等 が 拡 大 して い る こ と,そ して そ の要 因 の 一 つ が 全 雇

用 者 に 占 め る非 正 規 雇 用 者(Non-regularworkers)の 比 率 の 上 昇 で あ る こ とが 指 摘 され て い

る。 図1は 同報 告 書 に掲 載 さ れ た グ ラ フ で あ る。1990年 頃 ま で は18%か ら20%程 度 で 推 移 し

て き た 非 正 規 雇 用 者 比 率 が,1994年 頃 か ら急 激 に上 昇 を 始 め,現 在 は30%を 越 え る ま で に な

って い る。

ま た,同 報 告 書 は 日本 の所 得 不 平 等 の拡 大 につ い て も詳 し く述 べ て い る。 表1は 同 報 告 書

か ら再 掲 した もの で あ る。1980年 代 半 ば か ら2000年 頃 に か け て 日本 で は ジニ 係 数 が大 き く上

昇 して い る(9.4%ポ イ ン ト)。 同 じ時期 に高 齢 者(ElderlyPopulation)の ジ ニ 係 数 が 大 幅 に

(15.6%ポ イ ン ト)上 昇 して い る こ と か ら も分 か る よ う に,通 常 指摘 さ れ て い る 通 り,こ の
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図1非 正規雇用率及びパー トタイム労働者比率の推移

1.Thesignincantfallinthenumberofpart-timeworkersin2002andtheriseintheothercategories

isthoughttobeduetoachangeinthequestionnaire.

Souece'MinistryofInternalAffairsandComrnunications.

(出 所)OECDEconomicSurveysJapan-Volume20061ssue13,Figure4.2再 掲

表1所 得再分配前の日本とOECD諸 国のジニ係数の推移

間のジニ係数の上昇の大きな部分は高齢化によって説明す ることが可能である。 しかし,日

本においては,こ の間生産年齢人口(Working-agePopulation)の ジニ係数 も他の先進国を

上回る速度 で上昇 している。特に,1990年 代半ばか ら2000年 頃にかけてはOECDの 平均の
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ジニ係数は0.1%ポ イ ントしか上昇 していないのに対 して,日 本のそれは2.3%ポ イン ト上昇

している。OECD平 均の中に日本 も含まれていることを考えると,他 のOECD諸 国ではこ

の期間ジニ係数はほとんど横ばいであったか,む しろ低下 していたと考え られ る。

図2に 示 されているように,非 正規雇用者と正規雇用者の賃金格差は年齢とともに拡大 し

ていく。50歳 の男性では,非 正規雇用者の賃金は正規雇用者の賃金の半分程度 しかない。こ

こ10年以上非正規労働者が数の上ではもちろん全労働者 に占める比率 という点でも増加 して

いるということは,男 性労働者の非正規化及 び非正規雇用者の高齢化 も進んでいると考え ら

れる。これ らの要因が日本の生産年齢人口におけるジニ係数を押 し上げているのである。

本稿の第1の 目的は,非 正規雇用者比率の通時的変化 と正規雇用者 ・非正規雇用者間での

賃金格差の変動を同時に説明できる簡単なマクロ動学モデルを提示することである。そして

第2に,そ のモデルを用いて,ど のような要因によって最近の日本経済で観察 される事実一

非正規雇用者比率の上昇 と賃金格差の拡大一が引き起こされうるのかを分析す ることである。

Saint-Paul(1996)に 代表 される2重 労働市場に関する多 くの研究において,主 要労働者

(PrimaryWorkers)と2次 的労働者(SecondaryWorkers)の 雇用の決定や賃金格差に関す

る分析がなされている。 しか しなが ら,本 稿で取 り上 げるような非正規雇用者比率 と賃金格

差の両方に関す る動学的分析を行 った ものは少ない。そこで本稿では,HoonandPhelps

(1992),Phelps(1994)の 「動学的 自然失業率 モデル」(DynamizedModelsoftheNatural

RateofUnemployment)に 正規雇用者 と非正規雇用者の2種 類の労働者を導入 してモデルを

肱張 し分析を行 う。
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正規雇用者 と非正規雇用者をどのように区別 して定義するのかというのは,そ れ自体一つ

の大 きな問題である。本稿では,正 規雇用者 とは企業に長期に渡 って雇用される労働者であ
2)

り,企 業はその労働者を雇用す る際に無視 し得ない教育 ・訓練費用を支払うものとする。さ

らに,正 規雇用者は非正規雇用者が従事す る労働(以 下,単 純労働 と呼ぷ)に 加えて管理

(頭脳)労 働をも行 うものとする。これに対 して,非 正規労働者は競争的労働市場で毎期雇
3)

用 され,単 純労働だけを供給するものとす る。

単純労働に対 して支払われる賃金率は競争的労働市場で決定 されると想定す る。 これに対

して,頭 脳労働の賃金率は効率賃金によって決定される。すなわち,企 業は頭脳労働への報
4)

酬を引き上げることによって頭脳労働の努力水準を上昇 させることができると仮定する。非

正規雇用者が単純労働の賃金だけを受け取 るのに対 して,正 規雇用者は単純労働の賃金に加

えて頭脳労働の賃金を も受け取 るので,こ の頭脳労働に対して支払われる賃金の大きさによ

って賃金格差が決定されることになる。

本稿の構成 は次の通 りである。第2節 では,正 規 ・非正規雇用とその賃金格差に関する簡

単な動学的一般均衡モデルを提示する。第3節 で定常均衡及び動学経路に関する分析を行い,

第4節 で結論を要約す る。

2モ デ ル

企業 と家計か らなる経済を考える。経済には財市場と労働市場があり,そ れ らはともに競

争的であると仮定する。 また,こ の経済で生産 される財は貯蔵不可能な消費財であり,そ れ
5)

ゆえ毎期すべて消費されるものとする。

2.1家 計

経済には無数の家計が存在 し,各 家計は1人 の労働者だけで構成されていると仮定する。

労働者は企業に正規雇用者 として長期雇用 されると,1単 位の単純労働と1単 位の頭脳労働
6)

をその企業に供給する。正規雇用者として雇用されなかった場合,労 働者は短期の労働市場

に1単 位の単純労働を供給すると想定する。労働者の総数を1に 基準化 し,正 規雇用者の数

をL.,非 正規雇用者の数をLκ,供 給され る頭脳労働量 をLM,供 給 される単純労働量をL.

とすると,以 下のような関係が成 り立つ。

ムP=Lκ 十 五R=1, ゐM=五 尺. (1)

すべての家計は選好に関 しては完全 に同質的であるとしよう。また,無 限期間生存 し,そ

の無限期間にわたる効用は各期の消費c(t)の 割引現在価値の合計に等 しいと仮定す る。 よ

って,第 づ家計の目的関数 ひ(の は以下のようになる。
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ひω 一∫..・廠%(・)礁 (2)

た だ し,ρ は時 間選 好 率 で あ る。 この 家 計 が 受 け取 る賃 金 をWi(t),利 潤 を17`(t)と す る と,

毎 期 の 予 算 制 約 式 は

Ci(t)=Wi(の+私 ・(の

7)・8)
と な る。 上 の 式 を用 い る と,目 的 関 数 を 以 下 の よ うに 書 き直 す こ とが で き る。

ひ(の 一 ∫OOe-… 一・)[Wi(・)+・II・(・)]d・ ・fcoe-…-t・Wi(・)ds+∫'ee-P・ ・一・)・・i(・)ds・(3)

2.2企 業

経済には無数の同質的な企業が存在 し,財 市場及び労働市場の両方で競争企業として行動

する。また,す べての企業は家計によって直接的あるいは間接的に所有され,そ れゆえ,企

業は家計の目的関数を最大化するように行動するものと想定する。すべての家計の選好は全

く同 じであると想定 しているので,代 表的企業を仮定 して分析することができる。企業の利

潤を,17(s)と すると,(3)よ り企業の目的関数 γ(のは以下のように表すことができる。

γ(')一 ∫..・棉 一・広 ・)ぬ (4)

すなわち,企 業は各期の利潤を家計の時間選好率を用いて割 り引いた現在価値の合計を最大

化す るように行動するのである。

生産関数は以下のようにコブ ・ダグラス型に単純化する。

Y(t)=F(Lp(t),LM(t))=ALp(の α(e(t)L〃(t))1-a,A>0,0〈 α<1,(5)

ただし,e(の は頭脳労働の努力水準を表 している。単純労働 に対する賃金を ωp(の,頭 脳労

働に対する賃金を ωM(の とし,頭 脳労働プレミアムを ω(t)≡WM(t)/ωp(彦)と 定義 しよう。

ここでは,企 業はこのプレミアム ω(の を引き上げることによって頭脳労働の努力水準 θ(の

を上昇させることができると仮定する。また,簡 単化のために,θ(∫)と ω(の との間の関係

を以下のように特定化する。

e(ω(t))=ω(の 免0<θ<1.(6)

2.2.1短 期の最大化問題

(4)の 目的関数を最大化するためには,企 業 はまず各期の利潤e(t)を 最大化 しなければ

な らない。企業 にとって正規雇用者数LR(t)(=頭 脳労働量L.(t))と 単純労働の賃金

Wp(t)は 所与である。また,頭 脳労働の努力水準g(t)は 頭脳労働プ レミアムω(t)に よって

決定できると仮定 しているので,各 期の最大化問題は以下のように定式化される。
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max17=Y-WpLp-tVMLM=ALS(e(ω)L.)1一 α一 ωpLp一 ωωPムM,
LAω

あ る い は 同 様 に

maxπ …≡fl/L.==A(1。)ae(ω)1-a一 ωpl。-UlωP,
lp,ω

9)

た だ し,1.≡Lp/LMは 単 純 労 働 ・頭 脳 労 働 比 率 で あ る 。

上 記 の 問 題 に 関 す る1階 の 条 件 は,

∂π/∂lp・=O⇒ αA(1。)a-'ωe(1'a)=ω 。,

∂π/∂lp=0⇒ θ(1一 α)A(lp)atue(且 一α)-1=Wp,

で あ る 。

(7)

(8)

(9)

(10)

2,2,2動 学的最大化問題

企業は短期の労働市場で非正規雇用者を毎期雇用する一方,労 働者に訓練 ・教育投資を行

って正規雇用者 として採用 していく。正規雇用者は企業にとっては長期的な資産となるため

に,新 規雇用者の採用は動学的最大化問題を解 くことによって決定される。

毎期最大化 された頭脳労働1単 位当たりの利潤をπ.。x,すなわち

πm、。≡max〔A(lp)ae(ω)1'a-Wplp一 ωωP],(11)
'晒ω

と定義すると,企 業の 目的関数(4)は 以下のように書き換えられる。

V(t)一 ∫..e-… 一・)[・… ・ ・ 一 ・(n)]d・ 一 ∫eOe-P・ ・-D[・m。 。L・ 一 ・(n)]・ ・,(12)

10)た だ し
,n=新 規 正 規 雇 用 者 数,c(n)は 訓 練 ・教 育 投 資 た め の 費 用 を 表 して い る。 こ こ で は

簡 単 化 の た め に,こ の 費 用 関 数 を以 下 の よ う に特 定 化 す る。

c(n)=(c。/2)n2,c。>0.

この 問題 に 対 して,正 規 雇 用 者LRの 時 間 変 化 に 関 す る以 下 の 微 分 方 程 式 が 動 学 的 な制 約
11)

とな る。

LR・=n-qLR,(13)

た だ し,σ は 自発 的 離 職 率 で あ る。

この 動 学 的最 適 化 問 題 に 関 す る1階 の必 要 条 件 は

Cen=λ,(14)

λ=(r十q)λ 一 πmax,(15)

LR=n-qLR,(16)

で あ り,横 断性 の 条 件 は

lime-「tλL.・=O,(17)
`→co

で あ る。 た だ し,λ は正 規 雇 用 者 の シ ャ ドウバ リ ュー で あ る。(14)と(15)の2式 か ら,以 下
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の よ うな新 規 正 規 雇 用 者 数 の 時 間 変 化 に 関 す る微 分 方 程 式 が得 られ る。

h=[(r+q)C。 π一 πmax]/C。=(7+σ)η 一πm、./0。 (18)

2.3市 場均衡

この経済には財市場と労働市場 しか存在 しない。それゆえ,分 析を均衡に限定する場合は

どちらか一方の市場を分析すれば十分である。ここでは労働市場の均衡に焦点を当てて分析

しよう。

2.3.1短 期均衡

短期において正規雇用者数L.は 所与である。それゆえ,非 正規雇用者数L〃 ・=1-LRも

所与であり,単 純労働 ・頭脳労働比率tp=L./LM=(L.+Lκ)/L.も 所与 となる。短期の労

働市場では非正規雇用者 五〃のすべてが単純労働者 として雇用 される水準に単純労働の賃金

Wpが 決定され,そ れと同時に企業が頭脳労働 プレミアムωを決定す る。短期均衡でのそれ

らは以下のようになる。

Wp≡ ωP(A,1.)=α[(θ/α)(1一 α)]θa一α)AIS'一α)(θ一1),

ω ≡ ω(lp)=(θ/α)(1一 α)1..

全 労 働 者 に 占 め る 正 規 雇 用 者 の 割 合 を 諏,す な わ ち

XR≡L,/(Lκ+LR)=z戸1

と 定 義 す る と,上 の 二 つ の 式 は そ れ ぞ れ 以 下 の よ う に 書 き 換 え ら れ る 。

Wp≡Wp(A,XR)=α[(θ/α)(1一 α)]θ(i-a)Axlti一 α)(1一θ),

ω ≡…ω(XR)=(θ/α)(1一 α)τ 距1.

比 較 静 学 を 行 う と

dWpdw.4ωdω

冨>o・dA>o・dl,<o・dA=o・

と い う結 果 を得 る。 当 然 の こ と で あ る が,

(19)

(20)

(21)

)22(

)32(

(24)

正規雇用者の割合 諏 が上昇する,す なわち非正

規雇用者比率1-XRが 低下すると,非 正規労働者の賃金Wpは 高 くなる。その際,頭 脳労働

プレミアムω が低下するために賃金格差は縮小す る。また,生 産性Aの 上昇は ωpは 高め

るが,賃 金格差には影響を与えない。

2.3.2動 学 的 一 般 均 衡

最 大 化 され た 利 潤 πm。、は各 時 点 で のXRに 依 存 して 決 ま る こ とに な る。(22)及 び(23)式 を

用 い る と,πm、xは 具 体 的 に は以 下 の よ う に な る。
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πmax≡π(XR,A)=丑 娠 αθ(ω(XR))1　α一Wp(XR,A)∬R一 ω(XR)Wp(XR,A)

=～Σノ4∫屍(α+θ一aの
,(25)

た だ し,δ ≡(1一 α)1+θ(1　a)(1一 θ)(θ/α)θ(1一α)で あ る。 こ の 式 を(18)式 に代 入 す る と,以 下 の

微 分 方 程 式 を 得 る。

h=(r十q)n-dAxfi(a+θ 一aθ)/Co,(26)

ま た,XR≡L,/(L〃 十L尺)=L.で あ る こ とを 用 い て,(13)式 を書 き直 す と以 下 の よ う に な

る。

♂R=n-qXR,(27)

正 規 雇 用 者 比 率XRと 新 規 正 規 雇 用 者 数nの 時 間 経 路 は(26)と(27)の2式 に よ っ て 決 定 さ れ

る。 ま た,各 時 点 で のXRが 与 え られ る と,以 下 の3つ の 式 に よ って非 正 規 雇 用 者 の 賃 金 ωN,

正 規 雇 用 者 の 賃 金 ωR及 び賃 金 格 差 ωDが 決 定 され る。

ωN=tVp=αA[θ(α 一L1)]θ(1'a)銀 一の(トθ)(28)

WR=(1→ 一ω)ω 〃ニ[1十(θ/α)(1一 α)∫互且]ω理(29)

ωρ≡ωR/ωN=1+(θ/α)(1一 α)鎌1(30)

動 学 的一 般 均 衡 経 路 の 性 質 に つ い て は節 を改 め て 分 析 しよ う。

3分 析

(26)と(27)の2式 で特 徴 付 け られ るXRとnの 動 学 経 路 は 図3の よ う に位 相 図 を 用 い て 分

析 す る こ とが で き る。 定 常 状 態(SS)を 通 る鞍 点 経 路(SP-SP)が 一 般 均 衡 の 動 学 経 路 を 表

して い る。

図3XRとnの 動 学経 路 に関す る位 相図



非正規雇用者の増加と賃金格差の拡大に関するマクロ動学分析 73

3.1定 常 均 衡

(26)及 び(27)の 両 式 か ら,定 常 均 衡 にお け る正 規 雇 用 者 比 率 煽 と新 規 正 規 雇 用 者 数 が を

決 定 す る以 下 の2式 が導 か れ る。

n*-qxP;O,(31)

Co(r-t-q)n*-ZEAx盛 一(α+θ一aθ)=0.(32)

こ こで の主 要 な 外 生 変 数 は,自 発 的 離 職 率q,正 規 雇 用 者 の 教 育 ・訓 練 費 用Co及 び 生 産

性 凶 で あ る。 これ らが 媒 に与 え る効 果 につ い て 比 較 静 学 を行 う と以 下 の よ う な結 果 が 得 ら

れ る。

薯 ・q誓 ・q薯 …(33)

(28),(29),(30)の3式 は常に成立 しているので,こ れらを用いて,上 記の外生変数が定常

状態における非正規雇用者の賃金wkや 賃金格差 ωD*に 与える影響 も調べることができる。

これ らの結果を纏めたのが表2で ある。

表2定 常状態での比較静学の結果

城
摩ω
1ゾ

D*ω

9
一 一 十

Co
一 一 十

五 十 十 一

表2か ら,非 正規雇用者比率の上昇(正 規雇用者比率の低下)と 賃金格差の拡大が長期均

衡において同時に起こるのは,① 自発的離職率(q)の 上昇,② 正規雇用者の訓練費用(Co)

の上昇,③ 負の生産性ショック(渦 の低下),の いずれかが発生 した場合であることが分か

る。そして,こ の結果は我々の直感とも整合的である。

自発的離職率(σ)が 上昇 した場合を考えてみよう。 この場合,企 業は教育 ・訓練費用を

払って雇用 したとして もす ぐに離職 してしまうと考えて,正 規雇用者の新規雇用を抑えよう

とする。その結果,長 期においては非正規雇用者が増加 し,こ のことが彼 らの賃金を引き下

げて しまう。一方,正 規雇用者比率は減少 しているので,正 規雇用者の限界生産力は上昇 し

てお り,企 業 は正規雇用労働の努力水準を引き上げようとして彼 らの賃金を引き上げる。

3,2移 行過程

ここでは,定 常均衡にある経済に前の小節で取 り上げたショックが発生 した場合の新 しい

定常均衡に到達するまでの移行過程を分析 しよう。 これは図3と 同様の位相図を使 って考察
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図4c。 の上昇 の影 響

することができる。正規雇用者 の教育 ・訓練費用(Co)が 上昇 した場合を例 に分析 してみよ

う。

図4に 示されているように,c。 が上昇す ると 撮=0曲 線が左下ヘ シフ トす る。そして,

新 しい均衡への移行経路はSP'直 線のようになる。つまり,教 育 ・訓練費用が増加 したので

企業は新規正規雇用者数をす ぐに減 らすのである。それによって正規雇用者比率 鎌 も時間

とともに少 しずつ低下 していき,や がて新 しい定常均衡xP'に 到達す る。(28)と(30)か ら分

かるように,XRが 低下す ることによって非正規雇用者の賃金 ωNは 低下するが,賃 金格差

ωPは 逆に拡大 してい く。

自発的離職率(σ)が 上昇 した場合 も負の生産性 ショック(五 の低下)が 生 じた場合 も図

4と 同様の移行過程が現れる。t。時点で このようなショックが起きたと仮定 して,賃 金格差

ωDと 非正規労働者比率1-XRが その後 どのように変化するかを示 したのが図5で ある。ωD

と1-XRの 時間経路 は1990年 代から2000年 代に日本経済において観察 されたもの と整合的

である。

1990年 代から2000年 代にかけて 日本では非正規雇用者の実質賃金の持続的な低下 も観察さ

れている。図6に は上述の3つ のショックが起きた後の非正規雇用者の賃金 ωNの 時間経路

が描かれている。実線は自発的離職率(q)の 上昇あるいは正規労働者の訓練費用(c。)の 上

昇のいずれかがto時 点で起きた場合の,点 線は負の生産性 ショック(Aの 低下)が 起 きた



非正 規雇用 者 の増加 と賃金 格差 の拡 大 に関す るマ クロ動 学分 析

團Kシ ョ。tウォ名の嘗全 銘1美gρo♪韮 冨F担挙 樹!者日r庵1-crrDの 時 閤経 整

75

図6シ ョック後の非正規労働者の賃金率 ω〃の時間経路

目発 的 駆 職 単 くq)の 上 井,止 規 男 働 百 の 訓 課 買 用 曳CoJU)」 二升

負 の 生 産 性 シ ョ ッ ク ω の 低 下)一 一一一一一・

場合の時間経路をそれぞれ示 している。(30)か ら分かるように,Aの 低下が発生 した場{

その直接的な効果によって ωNが 低下するので,こ の場合だけ ωNが 初期時点で下方 にジ・

ンプす ることになる。
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上述の3つ のショックのいずれか(あ るいはその うちの2つ あるいはすべて)が1990年 代

に発生 したと仮定すれば,図6か ら明 らかなように本稿のモデルは非正規雇用者の実質賃金

の持続的な低下 という事実 も説明することができる。

4結 び にか え て

本稿では,動 学的自然失業率モデル(DynamizedModelsoftheNaturalRateofUnemploy-

ment)を 拡張 して,非 正規雇用者比率 と正規雇用者 ・非正規雇用者間の賃金格差 の変動を

同時に説明できるようなモデルを構築 し,そ の定常均衡 と移行過程に関する分析を行った。

特に,1990年 代から2000年 代にかけて 日本経済で観察された非正規雇用比率の上昇 と賃金格

差の拡大 ということが,本 稿のモデルにおいてはどのような場合に起 こるのか,に ついて検

討を加えた。その結果,① 自発的離職率の上昇,② 正規雇用者を雇用する際に必要な教育 ・

訓練費用の上昇,③ 負の生産性 ショック,が 起 きると,そ の後非正規雇用者比率の上昇と賃

金格差の拡大が同時に発生することが分か った。

本稿 はモデルを提示するという側面が強 く,上 述の3つ のショックのいずれかが現実に発

生 したかどうかについては検討を加えてはいない。 しか し,例 えば最近 日本において,(自

発的か非自発的かは不明であるが)労 働者の離職率が高まっていることが指摘 されている。

図7に はここ15年 間の若年労働者(30歳 未満)の 離職率の変化が示されている。 このグラフ

を見 る限 りでは離職率の上昇が起こり,そ れが企業の正規雇用者の新規採用に影響を与えた

と考えるのは大きな間違いではないと言えるか もしれない。

図7若 年労働者の離職率の推移
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労働市場は制度的 ・文化的特徴が最も大きく反映される市場の一つである。 日本的な特徴

をきちんと捉えた上でより精緻な分析をする必要があろう。これは今後の課題 としたい。

注

本 稿 は科 学研 究費 補助 金 ・基盤研 究(課 題 番号19530152)の 成 果 の一 部 であ る。記 して謝意 を

表 した い。

1)「 平 成18年 度版 経済 財政 白書 成 長条 件 が復 元 し,新 た な成長 を 目指 す 日本経 済 」 の第

3章 と 「平 成19年 度 版経 済財政 白書 生産 性上昇 に向 けた挑戦 」 の 第3章 を参 照。

2)「 平成19年 度 版 経済 財政 白書」 に よる と,正 社 員 の48.9%に 計 画 的OJT,60.1%にOff-JTが 行

われ て い るの に対 して,非 正規 従業 員 に関 しては,そ の18.3%に 計画 的OJT,17.4%にOff-JTが

行 われて い るに過 ぎな い。

3)GalorandWeil(1996)で は,女 性 は頭 脳 労働(mentallabor)だ けを,男 性 は頭 脳 労 働 に加 え

て 肉体 労 働(physicallabor)も 供 給 す る と仮 定 され て いる。 こ こで は,労 働者 は企 業 内訓練 を受

け るこ とによ って企業 に特 有 の頭脳 労働 も供給 す る ことが でき るよ うにな る と想定 す る。

4)効 率 賃金仮 説 にお いて は,実 質賃金 を 引 き上 げる ことに よ って,本 稿 で仮 定 されて い るよ うに

労働者 の努力 水 準を上 昇 させ る ことがで き る と考 え る他 に,例 え ば離職率 を引 き下 げ るこ とが で

き る ことな どが仮定 されて い る。HoonandPhelps(1992)及 びPhelps(1994)は 離職 率 を 引 き下

げ る効 果 に着 目 して,動 学 的最 適化 の枠組 で 自然失 業率 を導 出 してい る。

5)こ の設定 に関 して は,CampbellandFisher(2000)を 参 考 に した。

6)単 純 労働 と頭 脳労働 が 同 じ単 位 を もって いる必要 は ない。例 え ば,単 純 労 働1単 位 を8時 間,

頭 脳 労働1単 位 を2時 間 と想定 す る こと も可能 で あ る。 さ らに は,正 規 雇用 者 は6時 間の 労働 で

1単 位 の単純 労 働を,非 正 規雇 用者 は8時 間 の労働 で1単 位 の単純 労働 を供 給 で きる と考 え て も

良 い。

7)こ こで は,生 産物(消 費 財)価 格 を1に 基準 化 し,す べて の ものを消 費財 で測 った実質 値 で表

して い る。

8)も ちろんlli(t)が ゼ ロで あ るよ うな家計,す なわ ち企業 を所有 して いな い家 計 も存在 す る。

9)こ れ以 降混 乱 が生 じな い限 り,時 間 を表す記 号 は省略 す る。

10)競 争 的企業 を仮定 して い るの で,企 業 に とってlpとWpは 所 与 であ る。 それ ゆえ,企 業 は π.、、

の流列 も所与 と して異 時点 間 の最大 化問題 を解 くこ とにな る。

11)も ち ろんLRは 当該企 業 の正規 雇 用者 数 でな けれ ばな らな いが,こ こで は代 表的企 業 を仮 定 し

て いるの で,経 済 全体 の 雇用 数 を用 い てモ デル を展 開す る。取 以外 の変 数 につ い て も同様 で あ

る。
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